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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和2年4月版.
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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2001

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：

閲覧場所：

年度

入手方法：

　当社では、2000年11月に環境基本方針を制定し、環境法令遵守をはじめ、各事業の特性に応じた省エネルギー
化や廃棄物削減、資源リサイクル、環境教育の実施などを積極的に推進してきました。
　その後、環境保全は京王グループ共通の課題であるとの認識から、2004年12月に「京王グループ環境基本方
針」を制定し、環境マネジメントシステム（EMS)の継続的運用を通じて浸透を図っています。

公表方法

http://www,keio.co.jp/アドレス：ホームページで公表

2009

アドレス：

計 画 の
担当部署

京王電鉄株式会社　開発推進部

042-337-3338

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 京王電鉄株式会社　開発推進部

042-337-3338電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

統括管理者

京王電鉄株式会社

技術管理者

京王電鉄株式会社

温暖化対策推進会議

（主なテナント）

日本ﾋｭｰﾚｯﾄ･ﾊﾟｯｶｰﾄﾞ株式会社

管理会社

推進責任者

京王電鉄株式会社

開発推進部



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年
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指定事業所廃止に伴い削減義務はなくなるが、引き続き運用改善や高効率機
器への更新などに努める。
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第二計画期間の削減を継続し、さらなる削減を推進します。
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第二計画期間の削減を継続し、さらなる削減を推進します。

3,043



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析
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具体的な増減要因 テナント退去に伴う使用量の減少となった。
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７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 110100 11_推進体制の整備 CO2削減プロジェクトの立ち上げ
2009年12月実施済

み

2 110100 11_推進体制の整備 クールビズ・ウォームビズの推進 実施中

3 130200
13_空気調和設備の効率管
理

ビル用マルチパッケージ空調機の更新 2016～2019年度 10フロアの空調機を順次更新予定

4 150200 15_照明設備の運用管理 2フロアのLED化 2016年度

5 150200 15_照明設備の運用管理 3フロアのLED化 2017年度

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

１．会社としての取組み
　京王グループでは、「環境にやさしく」というグループ理念に基づき、環境問題を地球規模で考え、持続的発展
が可能な社会の実現を目指して、環境保全に配慮した事業活動を行います。
　鉄道事業部門においては、走行用電力を大幅に抑制するVVVFインバータ制御装置を大手私鉄で初めて全営業車両
に導入していますが、さらに省エネルギー性の高い新型VVVFインバータ制御装置への切り替えを順次進めていま
す。また、新型車両5000系においては、新型VVVFインバータ制御装置やLED照明に加え、当社初となる車上蓄電池
システムを導入しています。バス、タクシー事業におけるハイブリット車の導入なども含め、車両の省エネルギー
化を推進しています。
　また、開発事業部門では東京都が定める基準値を上回るCO2排出量の削減を図ったほか、高尾山や多摩川をはじ
めとする沿線自然環境の保全に努めてきました。さらに、再生可能エネルギーへの取り組みとして、神奈川県相模
原市に続き、2019年秋に岩手県宮古市で太陽光発電事業を開始します。
　こうした取り組みが評価され、日本経済新聞社が毎年実施している「日経環境経営度調査」において、鉄道業界
では昨年に続き1位となりました。
　今後も、中期環境目標で掲げた電車の運転用電力の削減や、保有する大規模ビルにおける東京都環境確保条例の
CO2排出量削減について、期限内の達成を目指すとともに、環境教育プログラムを継続実施することなどにより、
グループ環境経営を推進し、低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の実現を目指していきます。

２．事業所での省エネ取組

　テナント様のご理解、ご協力のもと省エネルギー化に積極的に取組んでおります。
　　・共用部の空調・照明発停のスケジュール制御
　　・給湯・暖房便座の夏季停止
　　・共用部の空調は、日中（14時以降）停止によるデマンド管理

【これまでの実施内容】
設備運用面での改善や高効率設備の導入を行い、CO2削減に取り組んでおります。今後も現状を維持するととも
に、さらなるCO2削減に向けた計画を策定し取り組む予定でございます。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：


